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の海底を震源 とするマグニチ ュー ド9.0の大地震が発生、東北地方 を中心 に宮城県栗原市 に
おいては震度7、 北海道か ら九州地方の非常に広い範囲にか けて震度6強 ～1を 観測 した
[1]。この地震に伴 う揺れ、液状化現象、地盤沈下、ダムの決壊な どの被害は電気、水道、ガ
スな ど人々の生活を支えるインフラス トラクチ ャー に大打撃 を与えたが、特 に場所 によっ
ては波高10mを 超 えた大津波は東北地方及び関東地方太平洋側沿岸へ壊滅 的被害を発生
させた。後 に東 日本大震災 と呼 ばれる この大災害 は 日本周辺での観測史上最大の大地震 と
な り、東京電 力福島第一原発の放射性物質の漏洩な ど、地震 を発端 とした数々の二次災害を
引き起 こした大規模地震災害 となった[2]。
宮城県気仙沼市は宮城県最北端 に位置 し、東 日本大震災 にお いて も甚大な被害 を被った地
域の一つである。地震そのものによる被害 に加 え、地盤沈下、火災な どが発生 したが、中で
も特 に津波による被害が大きかった。三陸南部 リアス式海岸特有のギザギザ した地形で、海
岸線 に対 して垂直 に開いて いる気仙沼湾は湾奥が湾 口よ り狭 くなって いるため、湾に流入
した津波は湾奥へ と進む程に津波高を増 し、被害が大きくなった と考え られ る[3]。
東 日本大震災にお ける気仙沼の津波被害は特徴 的な点が多い。1つは気仙沼港突端 にあった
化石燃料タ ンクか ら大量の化石燃料が流出 した ことである[4]。日本 にお ける遠洋漁業 の拠
点の一つ として も有名な気仙沼は遠洋航海の基地港 として補給施設 を有 してお り、気仙沼
港突端 には補油 のための化石燃料 タンクが多 く設置 されて いた。 これ らが津波 によって倒
壊 し、燃油の流出事故が発生 した。図1.1に写真を示す。流出 した燃油は津波 によって巻き
上げ られた海底泥 と共 に概搾 され、底質 中に沈降 した[4]。筆者が 同行 した2014年12月現
在 の気仙沼湾調査 において も化石燃料 による底泥汚染を確認 して いる。 日本 における化石
燃料の流出事故 は1971年ジュリアナ号原油流出事故、1974年三菱石油水島製油所重油流
出事故、1997年ナホ トカ号重油流出事故、同年ダイヤモン ドグレース号原油流出事故な ど
過去 に数々の例 あるが 、湾内の海底泥中に残留 した例 は世界的に見て も過去確認されてお
らず、環境への影響が懸念 されている。
2つ 目には大規模海上火災の発生が挙げ られる。津波によって流出 した化石燃料は瓦礫な ど
の漂流物 と混濁 した状態 とな り、自動車や電化製品のショー トな どが原因で出火、震災発生
か ら3日 間にか けて大炎上 を引き起 こした[5]。この海上火災は炎上する瓦礫 と共 に陸地ま
で押 し寄せ広域火災にまで発展 した。注 目すべき点は化石燃料 の燃焼によって発生 した燃
焼 由来の生成物である多環芳香族炭化水素(PAHs)である。PAHsの中には発がん性や遺
伝子変異性、内分泌撹乱作用 を有する ものがあ り、人体へ悪影響を及ぼす ことが懸念される
化学物質である。またPAHsは 環境 中で自然分解 されづ らいため、残留性が懸念 され る物
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質で もある。震災後の気仙沼湾 にお いて も高濃度のPAHsが底泥中で確認されている。
気仙沼における震災復興は震災発生か ら約4年 で着実に進んでいる。気仙沼 の水産業を支
える魚市場の再開 こそが復興の第 一歩であると して、漁業関係者 の並々な らぬ努力によ り
震災から約3ヶ 月で市場の再開に漕 ぎ着けた。その後 は国の補助事業な どを活用 し、流失
した漁船、養殖施設、作業場な どの共同利用施設の復 旧を進め、多くが復 旧を果た して いる。
平成25年 の水揚 げ量は震災前の7割 まで回復を果た した[6]。
しか し気仙沼湾に残留 した化石燃料及び海上火災の副産物であるPAHsは2015年現在 に
おいて も確実 に底泥中に存在 してお り、 この問題に対 して地元漁民は気仙沼 における水産
業へ の影 響を大き く懸念 している。健全な養殖漁場 を取 り戻すために も油汚染が生じた底
泥 の浄化 について、その必要1生と方法が議論 されて いる。
そ こで本研 究では、気仙沼における油汚染を除去す るために、過熱水蒸気処理 による油汚染
浄化 システム実証機の設計 と組み立て を行 い、実証機の性能評価 と課題抽 出を行った。
図1.1倒 壊 す る化石 燃 料 タ ンク[4]
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1.2研究 目的 ・
本研究では東 日本大震災に起因す る気仙沼湾海底泥油汚染 の浄化 システムを検討する。気
仙沼 における油汚染のよ うに底質 に大量の油が含 まれて海底 に堆積 した例、またそれ を浄
化す るシステムの事例は世界的に見ても過去 に存在 しない。 しか し陸上 における油汚染浄
化技術、海底の有機汚染泥浄化技術は存在す る。
油汚染浄化技術は技術開発が行われて いる ものの新技術 と して実用段階 レベルで事業化 さ
れた ものはな く、実際 に事業化 されている ものは焼却処理が主で ある。
湖沼な どの生活排水、流入木材か らの腐葉土による汚染、養殖漁場の残餌 ・糞な どによる
有機汚濁底泥(ヘ ドロ)の 浄化技術は、短期的な対策は様 々あるが、実用上適用されてい
る技術は凌藻 工法 と覆砂工法のみである。
凌洪工法 とは港湾 ・河川などの底面をさ らい土砂な どをす くい上げる ことで、ヘ ドロを取
り除 く海洋土木的な手法である。水質 ・底質環境の改善技術 として実績がある。 しか し凌
漢 中に発生す る濁 りによる水質汚染や凌漠 した底泥 を陸上で どのよ うに処理す るかが問題
とな って いる。 また凌喋によって海底 に出来た窪地が貧酸素環境 となることで青潮 の発生
原 因とな る貧酸素水塊を生じることが懸念される。凌深方法にはグラブ式 とポ ンプ式があ
るが、一般的に気仙沼湾のように水深 の深い水域で は圧送能力の限界か らポンプ式は不適
であ り、底泥 をバケッ トで回収す るグラブ式が望 ま しい。
覆砂工法 とは文字通 り砂で海底面 を覆うことである。 これ も多 くの施工実績が あり、例 え
ば島根県宍道湖では 「覆砂 による底泥改善及び底泥か らの栄養塩類溶 出負荷削減などの効
果 を確認する ことができた」 と報告されている。 しか しこの手法は覆砂のための適 当な砂
を用意す る必要がある。また結 局の ところ砂 によって海底 に蓋をするだ けで汚染源 を絶 っ
て いることにはな らない という指摘がある[7]。図1.2,3に湊深工法 と覆砂工法 のイメージ
図を示す。
以上のように油汚染浄化技術、海底の有機汚染泥浄化技術 はそれぞれ独立 して既存 の技術
として存在 してお り、 これ らを組み合わせる ことで従来工法 による油汚染海底泥浄化が可
能であると筆者は考 える。 しか しそれぞれの技術的欠点か ら従来工法での油汚染底泥浄化
は現実的ではな い。そ こで本研究では油汚染海底泥浄化技術 に過熱水蒸気処理 を用いる手




② 焼却処理では焼却後の土壌に燃焼に由来す る化学物質が残留す ることがあるが、過熱
水蒸気処理では燃焼ではな く揮発 させるため、処理後 の土壌への再汚染がない。燃焼
による副生成物 も発生 しない。
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③ 処理後の土壌への再汚染がないため、過熱水蒸気 によって処理 した土壌は覆砂 に用 い
る土砂 として再利用 し、湊深によって作 られた窪地を埋め戻す。 これ によ り湊洪後の
底泥の処理問題、湊漢による青潮発生問題、覆砂 に用いる土砂の調達問題 の3点 の技
術的問題が解決 し、大幅な事業経費削減が期待できる。
本研究では濃深 工法→過熱水蒸気処理→覆砂工法の一連のシステム を油汚染海底泥浄化 シ
ステム とし、そ の中核 となる実用プラン トに則 した過熱水蒸気処理装置実証機 の構 築を行
い、油汚染海底泥 に対する過熱水蒸気処理の有効性 と油汚染浄化能力を検証す る。そ して
構築 したシステムの技術的課題 とその解決を 目的 とした。
図1.2グ ラブ式 凌洪[7]
図1.3覆 砂 施 工 のイ メ ー ジ図[7]
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1.3流出 した 油 に つ い て
気仙沼港は利用範囲が全国的な漁港の中で水産業の振興 のためには特 に重要であるとして
全国に13港 しかな い特定第三種漁港 に指定 されてお り、遠洋漁業 の拠点の一つである。
この ことか ら補油のための重油を中心 とする化石燃料を貯蔵す る屋外タ ンク貯蔵所が港湾
部 に多 く立地 していた。図1.4に気仙沼湾屋外 タンク跡地を示す。
東北地方太平洋沖地震の被害及び消防活動に関す る調査報告書 によると、気仙沼市漁港 西
の埋立地 に設 置されていた屋外タ ンク貯蔵所23基(容 量40kL～3,000kL)のうち円筒
縦置きのタンク22基が津波 によって流され、推計値で11,521kL(重油7530kL、灯油
498kL、軽油1958kL、ガソリン1537kL)の化石燃料が流出 した[4]。流出 した タンクや
タンクが設置 されていた基礎部分、屋外タンク貯蔵所の防油提の状態か ら、津波はタ ンク
や基礎部分を大きく破壊するほどではなかった ものの、タ ンク高さを大きく上回る波高の
津波が到達 した ことで大 きな浮力が作用 し基礎部分か ら離れて移動 した もの と考え られて
いる。






1.4.1鉱物 油 と化 石 燃 料
鉱物油 とは上述 の通 り地下資源由来の炭化水素化合物であ り、化石燃料 はもちろん医療用
に用 いられる ワセ リンな ど石油か ら精製 されて いる油は鉱物油に分類される。図1.5に本
研究で浄化の対象 とな る化石燃料 について物性 とそ の用途 を示す。原油 は蒸留塔によって
精製 され、沸点範囲 ごとに石油ガスか らアスファル トまで製品 として分留 され る。石油の
炭化水素成分は一般的にパ ラフィン系、オ レフィン系、ナフテ ン系、芳香族 系に分類 さ
れ、分留後の精製 された化石燃料 はいずれ も炭素数 の異なる無数 の炭化水素か ら構成 され
る。図1.6に石油製品の沸点範囲と炭素数を示す。
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1.4.2油分 分 析 法1:ノ ル マ ル ヘ キ サ ン抽 出物 質 試 験
ノルマルヘキサ ン抽出物質試験はPh4の塩酸酸1生に した試料中の油性物質をヘキサ ンによ
って抽出 し、約80℃でヘキサ ンを揮発させる ことで残留 した油性物質の質量を測定す る方
法である[10]。この方法で はヘキサ ンに抽 出される不揮発性油分の全てを定量するため、
鉱物油、動植物油だけでな く、界面活性剤、石鹸、アル コール、アミン類、農薬や染料、
フェノール類な ども含 まれる。
1.4.3油分 分 析 法2:全 石 油 系 炭 化 水 素(TPH)試 験
全石油系炭化水素(TPH)試 験はノルマルヘキサ ン抽出物質試験 と異な り、炭化水素の中
で も直鎖アルカンであるパラフィン系炭化水素 のみを定量す る手法である[11]。主なTPH
試験法 としては水素炎イオ ン化検 出器付 きガスクロマ トグラフ(GC-FID法)、赤外分光法





油の炭素範囲)、及びC28～C44(残油の炭素範囲)の3つ の炭素範囲(画分)で区分 され る
TPH画分毎の濃度を求めることによ り、油種お よび経時的な性状変化の程度を大 まかに把
握す ることができる。 この手法は土壌 中の成分を二硫化炭素な どの低沸点の有機溶剤で抽
出 し、油分抽 出 した試料をキ ャリアーガス と共に充填材 の詰まったカラムに通す ことで、
全成分を沸点 ごとに分離す る。分離 した試料 ガスは水素と共に燃焼させ、水素炎イオ ン化
検 出器により試料ガス濃度 を電流信号 に変換する。 これ によって記録 された クロマ トグラ
ムを同一一条件で得 られたASTM標 準軽油のピーク面積 と比較する ことでTPH濃 度 を算出
す る。図1.7にASTM標準軽油1000ppmのクロマ トグラムを示す。
複数の油種が十壌に含まれている場合 には、それぞれ の油種 を区別する ことも可能であ
る。 また試験結果と して得 られ るクロマ トグラムのパ ター ン等か らも鉱油類であるか どう
かの判定や油種を同定す ることが可能である。
図1.7ASTM標 準 軽 油1000ppmのTPHク ロマ トグラム
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②IR法 ・
IR法は試料中の油分 を溶媒に抽出 した後、油分の持つC-H伸縮運動を3000cm-1前後 の
赤外線吸収スペク トルを測定す ることで鉱物油由来の油分濃度 を測定する。炭素範囲 ごと
に定量す ることはできず油類 の判別 はできないが、他 の手法 と比較 して簡便 に測定可能で
ある。
③ ノルマルヘキサ ン抽出法
ノルマルヘキサ ン抽出試験 と同様の手法でヘキサ ンにより試料中の油性物質を抽出す る。
その後 ケイ酸マグネシウムによ り鉱油類のみ分離 し、定量す る手法である。約80℃で加熱
する ことでヘキサ ンを揮発 させ るため、 この温度以下で揮発するガソリン等の低沸点成分






1.5.1土壌 汚 染 対 策 法
土壌汚染対策法は 「土壌の特定有害物質による汚染 の状況 の把握 に関す る措 置及びその汚
染による人の健康に係 る被害の防止 に関す る措置を定める こと等によ り、土壌汚染対策 の
実施 を図 り、もって国民の健康を保護す ることを目的 とす る」 という方針か ら平成14年 に
成立 ・施行された法律である[12】。
土壌汚染の対策は主に汚染の未然防止と既 に発生 した汚染 の対策 に分類 され る。本法の施
行 までは汚染 の未然防止について、①水質汚濁防止法による有害物質の地下浸透の規制、②
廃棄物の処理および清掃に関す る法律による廃棄物の埋立方法の規制 とい う形で行われて
きた。また既 に発生 した汚染の対策については、①環境省 によ り人の健康を保護す る上で維
持 され ることが望 ましい基準 として環境基準を定め、逐次対象項 目を追加す る、②土壌汚染
の調査 ・除去等の実施 に関する指針を定め、指針を踏まえた地方公共団体 の事業者 に対す る
行政指導、という形で進め られてきた。一方で典型七公害(大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、
騒音、振動、地盤沈下、悪臭)の 内、土壌汚染だけは法規制が無 く、土壌汚染対策 に関す る
法制度の確立が課題 となって いた。 また これ までの法律 は農作物 の生産保護 を第一 とす る
農用地に限定されていた。そ して近年工場移転 による跡地の再開発 をす る ことが多 くなっ
たが、工場跡地 にお いて重金属類や揮発性有機化合物等の土壌汚染や これ に伴 う地下水の
汚染が発見 されるよ うになった。このため具体的な法整備が必要 とな り、平成14年 に土壌
汚染対策法が制定 された。
本法の基本的な考 え方 として、有害物質を取 り扱 う事業所が土壌汚染の状態が不明な まま
放置され不特定 の人が立 ち入 ることで人への健康影響が発生 して しまうことを防 ぐことを




この 「土壌汚染の環境 リスク」の大きさは、「土壌が有害な物質で汚染 されて いる程度」と、
「汚染された土壌に接 した量(暴 露量)に よって決まる」としている。すなわ ち土壌環境基
準以下に浄化 された場合には、たとえ暴露があったとしてもリスクはな い、または許容 され
ると判断 して いる。また暴露がな い状態(例 えば、汚染 して いる土壌に触れる ことがな い場
合や、地下水 まで汚染が拡散 して も飲用がない場合な ど)と考え られる場合 には、リスクは
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ない、または許容 される と判断 している。よって対策は、これ らのリス クを除去するという
ことを第一の 目的 としているため、人への暴露経路を遮断す る方法、すなわ ち 「浄化」では
な く、覆土 ・舗装 ・封 じ込め等 のリスク低減措置 も対策 としてできることとなっている。
また対象 とな る特定有害物 質は第一特定有害物質 として揮発性有機化合物 、第二特定有害
物質 として重金属、第三特定有害物質 として農薬の計25種類の化学物質を指定基準 として
定めている。土壌汚染対策法では陸地 に存在す る生物活動 の影響 を受 ける土壌 についてそ
の基準を適用 している。また油汚染につ いては人への健康影響が少な いとして油類 は本法
の対象物質 とはなっていない。
1.5.2油汚 染 対 策 ガ イ ドライ ン
土壌汚染対策法の制定前は、油汚染土壌の調査及び対策 についてベ ンゼンのような有害物
質 による健康 リスクなのか、油臭や油膜による生活環境保全上の支障なのか明確 に区別 さ
れないままに土壌 の 「油汚染」が認識 されていた。それ までは油汚染の調査 ・対策に関 し
て まとめ られた技術的な指針がな く、 「汚染の判断」 「処理 目標の設定」が困難な状況であ
った。平成15年2月 か ら土壌汚染対策法が施行 された後は、特定 の有害化学物資につ い
て人の健康保護 という観点か ら特定有害物質 につ いて必要な調査及び対策の枠組みが確立
した。 しか し、土壌汚染対策法では油類のなかで も揮発1生有機化合物 としてベンゼ ンな ど
一部の化合物のみが規制の対象 となってお り大部分の油類は対象物質 とはなって いない。
そ こで環境省は平成18年 に油汚染 に対す る考 え方 ・対応の指針 として油汚染 ガイ ドライ
ンを発表 した[9]。油汚染対策ガイ ドライ ンでは、「油汚染問題」 を 「鉱油類を含む土壌に
起因 して、その土壌が存在する土地(そ の土地にある井戸の水や 、池 ・水路等 の水を含
む)に おいて、そ の土地又はそ の周辺の土地を使用 している又は使用 しようとす る者 に油
臭や油膜による生活環境保全上の支障 を生 じさせていることを言 う」 と定義 して いる。特
徴的な点は油膜や油臭それ 自体 を対象 とし、それ らが存在することによる生活環境保全上
の支障を除去する ことを目的 としている。すなわち油含有土壌の存在 自体 を問題の対象 と
していない。 このガイ ドライ ンに沿った考 え方は油含有土壌が存在 していた として も、油
膜 ・油臭が顕在化 していなけれ ば油汚染問題 として捉える必要はないということである。
油含有土壌 に起因する油膜 ・油臭の把握は視覚 ・嗅覚 といった人の感覚による ことを基本
とする。そ してそれを補完する手段 として全石油系炭化水素(TPH)濃度をそれぞれの現
場にお ける調査や対策の目安 として用 いる こととしている。また油 はその生成由来よ り、
鉱油 と動植物油に分類されるが、油膜 ・油臭の報告例は鉱油類 によるものがほ とん どで あ
ること、動植物油類が土壌に含 まれた ときに油膜 ・油臭 についての知見 に乏 しいことか ら
本ガイ ドライ ンでは動植物油類は対象外 としている。以上のように本ガイ ドラインはあく
までも人の主観 か ら油汚染を把握 し、その対応は現場 ごとでフレキシブル に検 討するよう
に指針が示されてお り、油類 に対する基準値や規制値は規定されて いない。油膜や油臭 に
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よ り見た 目や臭いで支障をきたす ことを概念的に生活環境保全上の支障と定義付 けてお
り、土壌汚染対策法 と同様に油類 を取 り扱 う事業所な どを想定 して いる。
1.5.3水質 汚 濁 に関 わ る環 境 基 準
水質汚濁に関わる環境基準は人の健康を保護 し、生活環境 を保全する上で維持 され ること
が望 ましい基準 として環境基本法 における環境基準 として設定されている[13]。人の健康
の保護 に関す る基準(健 康基準)、 生活環境の保全に関す る基準(生 活環境基準)に 大別
され、中でも生活環境基準は河川 ・湖沼 ・海域でそ の基準が異なって設定されている。油
類に関する環境基準は海域における生活環境の保全に関す る環境基準の中で設定されてお
り、ノルマルヘキサ ン抽出物が検 出されない こととしている。ただ し水質汚濁 に関わる環
境基準はあくまで も水質のみに適用 され、底質 については適用外である。また ノルマルヘ
キサ ン抽 出物は化石燃料由来 の鉱油類以外 にも動植物油や界面活性剤、石鹸、 アル コー
ル、アミン類、農薬や染料、フェノール類な ども含 まれるため、化石燃料による油汚染を
正確 に定量する ことはできない。
1.5.4水産 用 水 基 準
水質汚濁 に関わ る環境基準 では水 生生物 を対象 とした保護 を目的とするよ うな具体的な環
境基準は定め られていないが、 「水産 の生産基盤 として の望 ま しい水質条件」 として 日本
水産資源保護協会が水産用水基準 を独 自に刊行 している[14]。
自然水域 には多 くの有用水産動植物が生息 してお り、それ らが漁獲の対象 とな って いる。
またそれ らの養殖業 も広 く営 まれてお り、水産業にとっては水域の環境保全が生産 の基盤
となっている。具体 的には水産動植物 の正常な生息 と繁殖 の維持、それ らの漁獲に関 して
支障が無 く、漁獲物の経済的価値 の低下が見込 まれな いことが必要であ り、以上を達成す
る水質基準が求め られ る。本基準 は各種環境基準値や法律な どを参考にしてお り、各種水
域調査な どの研究成果か ら得 られた情報 を基に策定された水生生物保護のための環境基準
である。 この基準の中で油類 については① 水中に油分が検 出されな いこと、②水面に油膜
が認め られない こと、と規定 されて いる。油分の検 出方法は水質汚濁に関わる環境基準に
おける生活環境 の保全 に関す る基準 に則 し、ノルマルヘキサ ン抽 出物による。 また本基準
では他の どの法律や環境基準で も規定されていない底質の油類につ いて基準が規定 されて
お り、 ノルマルヘキサ ン抽 出物が1000ppm以下 として いる。ただ し日本水産資源保護協
会 はこの基準値 を利用する際の注意点 として、水産用水基準は 「この限界まで汚染 して も
よい」認める条件ではないとしてお り、自然環境保全 のためには汚染物質は少な いほどよ
く人為的汚染負荷は加え られないのが良いと提言 して いる。
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1.5.5まとめ ・
土壌 ・油汚染に関する法規な どをまとめたが海洋の底質につ いて油類の基準を制定 してい
るのは日本水産資源保護協会が独自に制定 した水産用水基準のみで あり、現行法では底泥
の油分 につ いての環境基準 は行政によって定め られて いないのが現状である。
しか し日本水産資源保護協会が独 自に制定 した水産用水基準では底質における油分 の基準
をノルマルヘキサ ン抽出物で1000ppmと規定 している。 この基準では規定 された基準値
を満足するだけでな く、 自然環境保全のためには汚染物質は少ないほど良いとしている。
この ことか ら気仙沼における油汚染のケースにおいて も、海底泥 に含 まれる油分を水産用




1.6.1気仙 沼 湾 にお け る 油 の広 が り
東 日本大震災発生か ら1年 間で宮城県水産技術総合センターと東京海洋大学 によって気仙
沼湾の底質環境調査が実施 された[15]。表1.1,2と図1.10に調査概要 と底質の油分濃度 に
つ いて調査された結果を示す。各測 点では底質表層の一部を採泥 し、それぞれ油分濃度測定
を実施 している。油分濃度の調査結果は、2011年7月(平均1,000ppm)と2012年3月
(平均900ppm)で高い値 を示 している。ただ し、 この2回 は測点数が少な く油分の多 い
水道部な どを重点に調査 を行った結果である。また、2011年11月(平均727ppm)につ
いて も同様に平均値はやや高いが、分析法が他 の調査 とは異なって いる。
2011年8月と2012年2月は分析法が同じノルマルヘキサ ン抽 出法で、同一の21測 点で調
査を実施 して いる。油分の平均値はともに419ppmであったが、気仙沼湾水道部 において
上昇傾向、そ の他 の地点では減少傾向が見 られた。水産用水基準では、底質 中の油分 につい
て ノルマルヘキサ ン抽 出物で1000ppm以下を基準値 にして いる。 ノルマルヘキサ ン抽出
法による分析 を実施 した調査 では2011年7月が214測点、8月 が0121測点、2012年2月
が2121測点、3月 が5/8測点でそれぞれ水産用水基準を超える油分濃度が検出された。
表1.1震 災以降に実施 した油分調査概 要
年 月 実 施 機 関 ・名 称
2011.7宮城県水産技術総合センター
2011.8宮城県水産技術総合センター、東京海洋大学





調査時期 測点数 油分濃度(ppm) 水産用水基準を超えた試料数 分析方法
2011.7 4 200^-1,900(1,000)2/4 ノルマルヘキサン抽出法
2011.8 21 63^-790(419) 0/21 ノルマルヘキサン抽出法
2011.9 7 223^-661(446) (0!7) H-997抽出IR法
2011.11 17 67^-1,800(727)(6/17) 四塩化炭素抽出IR法
2012.2 21 100^-1,200(419)2/21 ノルマルヘキサン抽出法




1.6.2底質 深 さ方 向 にお け る油 の 広 が り
2012年2月の調査では、底質含 まれ る油分 をよ り詳細 に検 討するため、それまでの調査
で油分の多かった8測 点で柱状採泥調査 による油分 の深 さ方向における分布 を調査 してい
る[7]。図1.11に調査地点を示す。柱状採泥は海底の堆積物 を細長 い採泥管パイプによっ
て柱状に採取 し、一定間隔ごとに切 り分けて深さ方向について分析 を行 う。 この調査で は














図1.112012年2月 の調 査測 点
採 取 した 試料 は海 底 面 に あた る採泥 管 パ イ プ端 面 か ら100mmず つ切 り出 し、そ れぞ れ
「上部 」、 「中部」、 「下部 」 と して ノル マル ヘ キサ ン抽 出法 で深 さ方 向 にお け る油 の広 が り
につ いて分 析 して いる。 また 同様 の測 点 にお いて 底 質表 層 の試 料 を採取 し、柱 状 採泥 との
比 較対 象 と して い る。表1.3に 油 分濃 度測 定 結 果 を示 す。 表 層 にお ける油 分 濃度 はSt.14
とSt.17で1200ppmと高 い濃度 が検 出 され て い る。柱 状 採泥 の分 析 結 果で は 、St.14,17
の 「上 部」 で500～600ppmとや や 高 い値 を示 す もの の 、表 層採泥 の112以下で あ った 。
「中部 」、 「下 部」 の油分 は 、St.2,9,14で400～500ppmの値 を示す が 、 ほ とん どが300
ppm以 下 の値 で あ った。
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表1.3測 点 にお ける柱状採泥 と表層採泥の油分濃度結果[7]
油分濃 度(ppm)
採泥方法 層 St.2St.7St.9St.14St.15St.17St.18St.19


































9月には東北大学大学院 と宮城県保健環境研究セ ンターにて気仙沼湾奥2測 点の調査が実




PAHsは有機物の不完全燃焼や熱分解な どで生成 され る化学物質でディーゼルエ ンジンの
排ガスに含 まれるな ど環境汚染物質 として知 られている。 日本では大気、水質、底質な ど
に対す る明確な環境基準は設 けられていな いが、アメ リカ合衆国では環境保護局(EPA)
がPAHsの内16種類 を優先物質として規制 している[17]。またWHOの 一組織である国
際がん研究機関(IARC)はPAHsの代表的な物質であるベ ンゾ[a]ピレンを発 ガン性分類
への総合評価では最 もランクの高いGroup1(人に対 して発 ガン性のある もの)に、そ の他
12種類のPAHsもGroup2(人に対 して発がん性の可能性がある)に 分類 して いる。また
EUで は食品中に含 まれるPAHsを規制 してお り、PAHsによる人の健康への悪影響は大
いに懸念されている[17】。
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このPAHsについて、環境省 による調査では気仙沼沿岸を調査 した3測 点においてPAHs
はほとん ど検出されなかったのに対 し、東北大学大学院と宮城県保健環境研究センターに
よる気仙沼湾奥2測 点の調査では最大で30000ng!g近いPAHsが検 出された。気仙沼湾
は湾内の海底地形が大島西側 を南下す るにしたがって急速 に駆 け上がっているため、津波
によって巻 き上げられた底泥 と流出 した化石燃料の混合物が外湾 に流出せず にせき止め ら
れたと考え られ る。







震災直後か ら1年 後 までに行われた調査では気仙沼湾奥にて高い油分濃度が検 出されるこ
とが多 く水産用水基準 を超えた測 点も存在 した。油の広が りに関す る調査につ いては底質
表層のごく一部をサ ンプ リングしている ということ、また底質中に含 まれる油分が均一に
分布 していな いことか ら各調査結果 を一概 に比較することはできな い。 しか し各調査 にて
高い油分濃度が検出 された測点 には津波によって流出 した化石燃料が底質 と共 に堆積 して
いる可能性が高いと推察 され る。
深さ方向につ いて はどの測 点において も水産用水基準 を超 える油分濃度は検 出されなかっ
た。同じ測点での表層における油分濃度はSt.14とSt.17で1200ppmを検出 した ことか
ら、流出 した油分 は表層の底質中に含 まれて堆積 して いるものが多 いと考え られる。
また気仙沼湾内では津波 による海上火災によって生成 したと思われ る高濃度のPAHsが検
出されてお り、水産物への影響が懸念 され る。
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第二章 研究概要
2.1過熱 水 蒸 気 処 理
過熱水蒸気 の特徴 について述べる。特に乾燥 ・加熱 に用 いた際の過熱水蒸気の性質 につ いて
加熱空気 と比較 し、その特徴 を挙 げる。
2.1.1過熱 水 蒸 気 と は
水はある圧 力で加熱するとやがて飽和温度にお いて飽和水 とな り蒸発 し始める。 このとき
蒸発 した水蒸気は部分的 に凝縮す ることで気体 と微小水滴が混合 した混合状態 とな り、 こ
の状態 を湿 り蒸気 という。 この状態では同じ飽和温度で も水滴 の存在割合によって水蒸気
の持つ熱量 は異な る。湿 り蒸気中に存在する微小水滴 を全て気化 させ るだけの熱量 を与え
ると水蒸気 は飽和温度ですべて気体 とな り、 この状態 を乾 き蒸気 と言う。乾 き蒸気 をさら
に加熱することで飽和温度以上の乾 いた気体 とな り、 この状態 を過熱水蒸気 と言 う。一般
的に過熱水蒸気は常温の水を加熱 して生成するが、常温の水 に溶存する酸素量は6ml!kg
であることか ら、水か ら生成 させた過熱水蒸気 中には数ppmの 酸素 しか存在 しな いこと
になる。 したがって空気を混入 して いない100%過熱水蒸気は酸素 を含んでいな いとみな
せるため、過熱水蒸気中ではほぼ無酸素状態での熱処理が可能である。[18】
2.1.2過熱 水 蒸 気 の物 性
過熱水蒸気 は同一温度の加熱空気を生成す る場合 と比較 して、必要な熱量に大きな違いを
生 じる。温度T℃ の高温空気 を作る場合、必要熱量QakJ/kgは以下の式で表 される。
Qa=Caw(T‐Ta)...................(1)
Caw:水 分 を 含 ん だ 空 気 の 比 熱kJ!kg・KTa:加 熱 前 の 空 気 温 度 ℃ 、
Caw=Ca+CsH・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ …(2)
Ca:乾き 空 気 の 平 均 比 熱 約1.00kJ!kg・K
Cs:空 気 中 に 存 在 す る 水 蒸 気 の 平 均 比 熱 約1.98kJ!kg・K
H:絶 対 湿 度 最 大0.02kg!kg(常温 で 乾 燥 空 気 中 に 最 大 限 に水 蒸 気 が 溶 け 込 ん だ 状 態)
一方で同じ温度T℃ の過熱水蒸気を生成す るための熱量QskJ!kgは1気圧での沸点を
100℃とすれ ば以下の式で表 され る。
Qs=Cw(100-Tw)+a+Cs(T-100)・ ・・ …(3)
Cw:液体 の水 の平 均 比熱 約4.18kJ!kg・KCs:水蒸 気 の平 均比 熱 約2.00kJ/kg・K
Tw:加熱 前 の水 の温 度 ℃a:水 の蒸 発潜 熱2257kJ!kg
20
室温20℃ の水または空気か ら過熱水蒸気 と加熱空気を生成する場合 の熱量を式(1)～(3)か
ら求めると、ガス温度が200℃のときQaとQsは それぞれ約208kJ!kg、約2780
kJ!kg、ガス温度が300℃のときQaとQsは それぞれ約312kJ!kg、約2980kJ!kgとな
る。過熱水蒸気 を生成するためには加熱空気 と比べていか に高い熱量が必要であるかわか
る。 この点は過熱水蒸気を熱処理 に用いる場合の大きな問題点 の一つである[19】。
2.1.3過熱 水 蒸 気 の伝 熱 特 性
加熱空気 の伝熱機構が対流伝熱のみである ことに対 して過熱水蒸気 の伝熱機構 は対流伝
熱、放射伝熱、凝縮伝熱 の3つ がそれぞれ加熱対象へ作用する。
大気圧下で常圧過熱水蒸気 を用いて熱処理を行 う場合、まず加熱対象の表面で過熱水蒸気
が凝縮 し飽和水 となる。 この過程で過熱水蒸気の持つ凝縮潜熱 による加熱が行われる。大
気圧 における水蒸気の凝縮温度は100℃であるため、 この凝縮伝熱 は加熱対象が100℃に
なるまで生 じる。 この期間は凝縮 した水分が材料表面に付着するため材料重量 は初期重量
よ りも増加す るが、同時に加熱対象表面か らの乾燥 も進行 しているので加熱対象が100℃
になるまでの凝縮量は凝縮速度と乾燥速度 の関係で決定 され る。加熱対象の温度が100℃
に近づ くにつれて凝縮速度よ りも乾燥速度が上回 り、材料重量が減少 し始める。加熱処理
初期は凝縮伝熱の寄与によって加熱空気を用いて加熱す る場合よ りも早く加熱対象温度を
上昇させる ことができる。
材料表面温度が100℃に達すると対流伝熱が主 となる。対流伝熱 によって材料表面か ら中
心 に向かって水分が蒸発 していく。対流伝熱は加熱に用 いるガス温度 と材料温度の差が大
きい程、乾燥速度が速 くなる。 この点か ら加熱処理初期 に凝縮伝熱 によって急速に100℃
まで加熱対象温度が上昇する過熱水蒸気処理は、加熱処理初期に加熱対象温度があま り上
昇 しない加熱空気処理 と比較す ると対流伝熱による乾燥速度は遅 い。対流伝熱速度 に直接
影響す るガス温度 と加熱対象の温度差はガス温度が低 いほ ど顕著であるが、ガス温度が高
くなるにつれてその差 は小さ くなる。
総合的な乾燥速度では乾燥に用 いるガス温度が低い場合は加熱空気処理の方が過熱水蒸気
処理 と比べて速 く有利である。 しか しガス温度が高 くなると対流伝熱による乾燥速度の差
が小さくなるため、過熱水蒸気処理 の方が総合的な乾燥速度が速 くな り有利 となる。 この
境界温度を逆転点 と呼び、170～180℃以上では過熱水蒸気処理の方が加熱空気処理よ り
も有利 とされる。 しか し材料 の性状や処理条件 にも影響されるため、実際には200℃以上
となることもある。また過熱水蒸気処理で特に特徴 的な伝熱機構は放射伝熱である。空気
と異な り水蒸気 はそれ 自身が放射率を持つため、過熱水蒸気か らの放射熱による加熱対象
への伝熱が期待できる[20]。
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2.2過去 の 調 査 研 究
過去 の調査研究にお いて中村 らによ り、過熱水蒸気処理 による土壌汚染浄化装置の試作機
が製作された[21]。図2.1に過熱水蒸気処理を応用 した装置試作機、表2.1にその仕様 を示
す。実験 に使用 された試作機は株式会社ジ ョンソンボイラが製作 した もので、原料を単位処
理量で区切って処理するバ ッチ式である。装置に土壌を投入後、装置内部ではロータ リーコ
イル によって土壌が概拝 され、一定時間処理後に排出す る。この一連のプロセスの中で過熱
水蒸気を吹きつけることで土壌中に含 まれる油分を浄化する。以下に この調査研究の試作
機 を用いて油汚染海底泥の浄化処理を行った結果を示す。









2.2.1実験 方 法 ・
実験に使用された海底泥は2012年3月 に気仙沼湾の各測点 にて採取 した油汚染海底泥を
使用 した。図2.2に気仙沼湾各測点を示す。試料 は風乾処理 した十分 に乾燥 した海底泥を試
作機に投入 した。実験条件を以下 に示す。
実 験1:蒸 気 量0.1kg!h、処 理 時 間20minと して処 理 温度(過 熱水 蒸 気温 度 、反応 器 温 度)
を250℃ 、300℃、400℃ と した。





を十分 に浄化で きることがわ かった。 また実験2で は投入蒸気量が投入土壌量に対 して
10%程で十分な除去効果が見 られ、それ以上 に投入蒸気量を多 くして も処理後 の油分濃度
にあま り変化がない ことがわかった。









St.2 520 300 21
400 <10
250 86
St.17 497 300 17
400 <10

























20minで十分 に油 を浄化できることがわかった。バ ッチ式過熱水蒸気処理の場合、運転条
件は処理温度300℃、処理時間20minという条件 を得た。
また実験2で は、投入蒸気量が投入土壌量 に対 して0.05kg!hで15min処理 した場合のほ
うが 同じ時間で蒸気を用 いない場合 と比較 してよ り多 く油分 を低減させ ることができてお
り、本試作機 における過熱水蒸気 の有効性を確認 して いる。
よ り実用プラン トに則 した過熱水蒸気処理装置実証機では この試作機で得 られた処理条件
を参考に して、処理温度300℃で十分 に油分 を除去することを 目標 とした。
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2.3過熱 水 蒸 気 処 理 装 置
本研究で使用 した実験装置概要を図2.3に示す。本試験装置は過熱水蒸気処理実証機 とし
て平成25年度 に株式会社タナベが設計 ・製作 し本学品川キ ャンパスに設置 した。過去の
研究ではバ ッチ式の過熱水蒸気処理装置を用いて実験 を行っていたが、実証機 を導入する
にあた り将来的な事業化 を考慮 して実用プラン トに則 した連続的な処理方式を検討 した。
そ こでセ メン ト製造や焼却炉などに利用されるロータ リーキル ン方式を採用 し、連続処理
を可能 とした。図2.4にロータ リーキルンの概要を示す。 ロータ リーキル ンは回転釜 とも
呼ばれ、水平に対 して僅か に勾配を付 けた円筒形の釜(レ トル ト)が 回転する ことで原料
を上部か ら下部へ と移動させる。 この間に外部 もしくは内部か ら原料を加熱す ることで原
料を処理する。用途 によって長さ、直径、処理温度、加熱方式が異なる。本実証機 はキル




図2.4ロ ー タ リー キ ル ン
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2.3.1土壌 投 入 部
土壌 投 入部 を図2.5(a)(b)に示す 。処 理 前 の土壌 を貯 留 す るホ ッパ ー と実 験装 置 内部 に土壌
を送 り出す1軸 式ス ク リュー フ ィー ダで構 成 され る。 ス ク リュー フィー ダ回 転速 度 は イ ン
バー タ によ って 制御 してお り、土 壌 を ロー タ リー キ ル ンに投 入 す る切 り出 し量 によ って入
力周 波数 を10～60Hzの 間で 任意 に設 定 す る こ とが 可能 で あ る。表2,4にス ク リュー フ ィ
ー ダの 仕様 を示す 。
表2.4ス ク リュー フィー ダ 仕様
ス ク リュー フ ィー ダ
モー タ分類 三相イ ンバ ータ用ギ アモー タ





定 格 入 力 回転 数(min'1) 1800
定 格 出 力 回 転 数(min-1) 4.1
纏
図2.5(a)スク リュ ー フィー ダ投 入側
図2.5(b)土壌投 入 ホ ッパー
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入 力周波数に対す るスクリュー フィーダ切 り出 し量を測定 した結果を表2.5、図2.6に示
す。入力周波数を15、20、25Hzとした ときのスクリューフィーダ切 り出し量を10分お
きに測定 し、1時間当た りの処理量を求めた。 この結果か ら投入量が20kg!hを達成する
条件を入力周波数17.5Hzと推測 し、入力周波数を17.5Hzとして 同様にスク リューフィ
ーダ切 り出 し量を10分おきに測定 した。測定結果を表2.6に示す。測定 に用 いた土壌は実
際 に本実証機 にて処理する気仙沼湾よ り採泥 してきた海底泥を乾燥させ、十分 に細粒化 し
た ものを用いた。細粒化は手作業 にて破砕 し、6.7mmのふるいを通 した。図2.7に細粒化
した乾燥海底泥を示す。
表2.5各 入力周波数 における切 り出 し量
入力
周波数 25 20 15
(Hz)
平均 平均 平均
処理量 処理量 処理量 処理量 処理量 処理量







010 4.76 28.56 3.67 22.02 2.77 16.62
1020 4.84 29.04 3.72 22.32 2.83 16.98
2030 4.85 29.1 3.94 23.64 2.8 16.8
28.85 23.17 16.86
3040 4.78 ・ ・. 3.93 23.58 2.82 16.92
4050 4.69 28.14 3.85 23.1 2.79 16.74










入 力周 波 数(Hz)
図2.6入 力周波数 に対する切 り出 し量
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、図2.7ふ るい処理後(左)と細粒化 した乾燥海底泥(右)
表2.6切 り出 し量20kg!hを達 成 す る条件
実験 条件 ス ク リュー フィー ダ周波数:175Hz








結果 、細 粒 化 した 乾燥 海 底泥 の処 理 にお いてス ク リュー フ ィー ダ入 力周 波数17.5Hzにて




以 降 の実験 で は ス ク リュー フ ィー ダ入 力周 波数 を17.5Hzと決定 した。
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2.2.2土壌 処 理 部
レ トル トと外筒で構・成 され る十壌処理部を図2.8に示す。油汚染海底泥 は傾斜のつ いた レ
トル トの回転によ りレトル ト内部を進む過程で処理される。レ トル トはイ ンバータ制御 ギ
アモータによってチェーンホイールを駆動することで回転させている。表2.7にレ トル ト
の仕様を示す。
また レトル ト入力周波数に対す る回転速度 を実測 した結果を図2.9に示す。入力周波数を
10、20、30、40Hzとした ときの回転速度 をタコメータによって実測 した結果、回転速度
と入力周波数が比例関係で推移する ことを確認 した。
図2.8レ トル トと外筒で構成 される土壌処理部
表2.7レ トル ト仕 様
回転構成機械要素とパラメータ
モー タ分 類 三相 イ ンバー タ用 ギアモータ





定格入 力回転 速度(min-1) 1800
定格 出力回転 速度(min-1) 30.5
出力軸歯数 17
レトル ト回転部歯数 70







図2.9レ トル ト入力周波数に対す る回転速度
レ トル トは外筒によって覆われてお り、バーナ によって加熱された加熱空気が外筒内部 を
通過す ることで レ トル トを外部か ら保温 している。図2.10に外筒バーナ及び燃焼室を示
す。外筒バーナ温度は温度調整計か らの指示によって コン トロールバルブがプ ロパ ン及び
燃焼空気弁を自動 開閉す ることで、温度制御 される。図2.11にコン トロールバルブを示
す。表2.8外筒バーナの仕様 を示す。










図2.11コ ン トロー ルバ ル ブ
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2.2.3蒸気 系 統
蒸気系統 を図2.12に示す。電気式簡易ボイ ラか ら発生 した飽和水蒸気は減圧弁によって
0.3MPaに減圧 した後、蒸気加熱器 に流入 し過熱水蒸気 となる。誘導過熱式蒸気加熱器 に
よって所定の温度に加熱 された過熱蒸気 は蒸気配管 に設け られた7つ の蒸気噴 出口を通 し




定格電圧 (V) 三相200 入力電圧(V) 三相200
定格電力
(kW)
ヒー タ 4×2 定格出力電力(kW) 5
ポンプ 0.2 最大蒸気温度(℃) 500
最高圧力 (MPa) 0.5 最大蒸気量(kg!h) 10





排気系統 に設置された装置を図2.14,15に示す。 レ トル ト内部で土壌 を処理 した後の過熱
水蒸気及び加熱によって蒸発 した油分 を含 む排気 は排気管内を通 り排風機 によって排気焼
却炉に送 り込 まれ る。排気焼却炉 を通過する過程にお いて高温で焼却処理 をす ることで蒸
発 した油分を全て燃焼させ無害化する。表2.11,12に排風機及び排気焼却炉の仕様を示
す。また本試験装置は レトル ト部両端に設け られたVリ ングシールによって大気 と装置内
部 をシール している。 この ことか ら排風機の出力は内圧が常に大気圧よ りも負圧 となるよ
うに調整 し、装置内部か ら過熱水蒸気を含んだ ガスが漏洩 しないよ うにす る。図2.16にロ
ー タリーキル ンシール部 を示す。
表2.11排 風 機 仕様 表2.12排気焼却炉仕様
排風機 排気焼却炉
定格電力(kW) 0.75 使用燃料 プロパ ン
定格電圧(V> 単相100 最大燃焼量(kW) 23
定格周波数(Hz) 60 点火方式 ダイレクト点火





図2.14排 風機 の外観 図2.15排気焼却炉の外観
図2.16ロ ー タ リー キル ン シー ル 部
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2.2.5土壌 排 出 部
排出部を図2.17に示す。過熱水蒸気処理 した土壌は2段 ダンパー による自動排出弁にて
装置外部へ排出す る。上下のゲー ト弁を交互 に開閉させ ることで土壌排 出中も実験装置内
部圧力を負圧 に保つ ことが可能である。本実証機導入当初は上下にバタフライ弁を取 り付
けた手動の2段 ダンパーにて排出を行って いたが、過熱水蒸気処理後 の土壌が弁に固着す
るな ど トラブルが あり、その解決策 としてバタフライ弁か らボール弁やゲー ト弁へ換装が
提案された。 また本実証機 を稼動 させ るにあた り、少ない作業人数で専門的な知識が無い
人員でも稼動できるように可能な限 りの自動化を進めた ことか ら自動排 出弁の設置に至っ
た。ゲー ト弁は過去の研究で使用 されていた試験機か ら再利用 し、シーケンス制御 にてス
イ ッチ動作 による自動 開閉を可能 にした。シーケンス回路図とタイミングチャー トを図
2.18に示す。
図2.17排 出 ゲー ト弁 図2.18シ ー ケ ンス回 路 とタ イ ミ ングチ ャー ト
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2.2.6系統 図 と温 度 セ ンサ
図2.19に本実証機の系統図を示す。各部温度を把握するために熱電対温度セ ンサを取 り付
けた。表2.13に熱電対 の仕様を示す。外筒燃焼室温度T1、外筒設定温度T2、過熱水蒸気






T5:レトル ト内土壌温度 1蒸気力嚥 器1 1電気ボイラ1
図2.19実証機系統図と温度セ ンサの配置
表2.13実証機に配置 した温度センサ仕様










気仙沼湾において過熱水蒸気処理 に用 いる油汚染海底泥の採泥を実施 した。表3.1に採泥
時期と採泥量、図3.1に採泥器 の概要 を示す。今回使用する採泥器 として採用 したエクマ
ンバー ジ採泥器 は浅海や湖沼 ・河川の採泥や小型底性 生物の採取に広 く用 いられてお り、
小規模の採泥 に適 して いる。
エクマンバージ採泥器 による採泥 は、まずジョーと呼ばれる半円形のバ ケッ ト部分を開き
フック付きワイヤーをピンに固定する。 この状態で海中に投下 し海底に着底後、メッセ ン
ジャー と呼ばれる錘を投下す ることでフック付きワイヤーを固定 していた ピンが外れスプ
リングの力でジ ョーが閉 じる。 この一連のプロセス にお いて底泥をエクマ ンバージ内に取
り込み、海 中か ら引き上げることで採泥を完 了する。
採泥場所は船舶 の往来が激 しい水道部 と水深 の深 い海域 を避け、付近に養殖設備のない場
所である必要がある。それ らの条件に加えて過去 の調査 において底質中の油分が確認され
た測 点を検討 した結果、気仙沼湾奥のSt.2にて実施 した。大量採泥場所 を図3.2に示す。
採泥 した底泥 と乾燥中 ・乾燥後の海底泥 を図3.3(a)(b)(c)に示す。採泥 した海底泥は黒色の
ヘ ドロ状であり、強い油臭 と油膜が観察 された。 これを風乾処理す ることで過熱水蒸気処
理前の土壌を得た。
表3.1気 仙沼湾油汚染海底泥 の採泥時期 と採泥量















3.2試験 没 藻 ・
エクマンバージ採泥器 による小規模採泥は本研究のよ うな実証試験的な規模で は最適な手
法であるが、将来的な油汚染海底泥浄化の事業化 を見据えると大規模凌漢が必要 となる。
そ こで過熱水蒸気処理 に用いるための油汚染海底泥の採泥にあた り試験的に小規模な湊深
を実施 した。今回実施 した試験凌深は凌藻業務 としては範囲が小さく没深建機 を海岸部陸
上 に配置 して水深10m程 度の比較的浅い範囲で実施 したいということ、また周辺の漁場
環境への影響を極力排除 したい ということか ら作業時の濁水発生が少ないポ ンプ式凌喋 に
着 目した。気仙沼湾において陸上か ら実施可能な浅い範囲で、特に養殖設備 のある海域な
どの濁水の発生を軽減 したい場所で凌洪をす る場合は、グラブ式に代えてポンプ式凌深 を
採用す ることで濁水の発生による水質汚染を避けることができると思われる。そ こで本試
験凌漢では気仙沼湾実海域 において青木あすなろ建設(株)の 協力を得て真空吸引式没喋
を実施 し、その有効性 を検証 した。
試験凌深の場所と実施時期 については① フェ リー航路を妨げない、②養殖を実施 している
海域か ら離れている、③養殖作業 を実施 して いない時期、を考慮 して設定 した。





作業担 当:青 木あすなろ建設(株)、 北 日本 ウエスターン商事
3.2.1湊深 方 法
図3.4(a)(b)(c)に示すよう 真空吸引式による実汚染底泥 の採取 を実施 した。道路に接 した
海岸部 に作業建機であるバックホウ、真空ポンプ車 を配置する。真空吸引式凌漠ではバッ
クホウ先端 に取 り付けたアタッチ メン トを海底面に圧着 させ、ポンプ車によ り底泥 を吸引
する。本手法は真空吸引のためのアタ ッチメン トが海底に接地 しているため、グラブ式と
異な り濁水 の発生 を抑制することができる。
試験にあたっては潜水士による現場海域の 目視確認 を実施 し、作業範囲において瓦礫や岩
礁のある区域 を避 けて底泥 の堆積 している場所を確認後、吸引を実施 した。
作業実施にあた り、作業範囲を取 り囲むよ うに汚濁防止フェンスを展開 し、作業中の濁水
拡散を防止 した。湊喋 中は汚濁防止 フェンスの内外 に多項 目水質計を垂下 し、濁度な どの
水質変化を監視 した。 この調査は監視船か ら随時行 ったが、アタ ッチ メン ト部 を上下する
際 に一時的な濁度の上昇が見 られたが、底泥 吸引中は濁度 に目立った変化は見 られず、濁








3.2.2没漠 の 結 果
真空吸引式凌深でポンプ車2台 に吸引 した底泥及び濁水は専門業者によ り仙台市内で泥水
分離処理 を行 い、上澄み水を除去 して200E容量 ドラム缶6本 分 の泥水 として東京海洋大
学品川キャンパスに搬入 した。 これを静置 ・沈殿 させ、再度上澄み水を除去 して油汚染海
底泥 を得た。図3.5に試験凌藻で得た油汚染海底泥を示す。
油汚染海底泥 を数 日の屋外天 日乾燥 と1週 間程度の屋内内における除湿空調及び送風器に





3.2.3試験 没 喋 考 察 ・
気仙沼湾において小規模な湊深 を真空吸引式によ り実施 した結果、乾燥後重量で約120kg
の油汚染海底泥 を得 ることができた。湊深中の濁水発生はバ ックホウに取 り付けられたア
タ ッチメン ト部 を上下させた ときのみ一時的な濁度の上昇が見受け られたが、広範囲に渡
る海水の濁 りは発生 しなか った。
本試験凌深では採泥量が当初予定 していた採泥量 と比較すると約1110程度であったが、 こ
れは海底の瓦礫 ・岩礁や海底地形の影響でバックホ ウ先端のアタッチメ ント部が海底面に
十分接地できなかった ことによ り、アタッチメン トと海底面の隙間か ら海水を多 く吸引し
たためと考え られる。
以上のことか ら真空吸引凌漠は海域への濁水による水質汚染の影響 を極 力少なくできる手
法 として、比較的浅い海域 にお いては有効であると示す ことができた。 しか しアタッチメ
ン ト部 と海底面が十分に接地す るような改善が必要である。
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第四章 過熱水蒸気処理試験
4.1土壌 処 理 試 験1
気仙沼湾よ り採泥 した油汚染海底泥 を用 いて、実証試験機 による過熱水蒸気処理試験を実
施 した。実験条件及び実験方法 を表4.1に示す。処理条件は本実証機にて投入可能な過熱
水蒸気の最大出力(過 熱水蒸気温度500℃、流量10kg!h)にて実施 した。キーエ ンスデ









ス ク リュ ー フ ィー ダ 回 転 速 度(min-1) 1.13
レ トル ト回転 速 度(min-1) 2.76
4.1.1処理 方 法
① 投入ホッパー に乾燥土壌を投入
② レ トル ト回転開始後、外筒バーナを点火する.外 筒温度設定 を600℃とし、ロータリ
ーキル ンの予熱を開始する





⑤ スクリューフィーダ運転開始か ら30分後、前回までの処理試験でキル ン内部に残留 し
ていた土壌を排出する
⑥ さ らに10分後に土壌排出を行い、 これ をサ ンプル1と す る
⑦ 以降同様 に10分 ごとに土壌排出を行い、排 出された土壌をサ ンプル2～9とす る.
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4.1.2結果 と考 察 ・
本実験 における実証機各部の時間経過に対す る温度変化 を図4.1に示す。外 筒バーナ と過
熱水蒸気による予熱 によって装置内部温度が十分に安定 した後 に土壌投入 を開始する。ス
クリューフィーダの運転開始からレ トル ト内土壌温度が徐々に上昇 し始め、時間経過 と共
に240℃か ら260℃の間で安定 した。 レ トル ト内土壌温度 の同様の傾向で上昇 し、外筒設
定温度500℃に対 して、460℃付近で安定 した。
また本実験 においてサ ンプリングした土壌サンプル1～9と 過熱水蒸気処理前の油汚染海




C44(重油の炭素範囲)200ppmであった。 これを過熱水蒸気処理 したサ ンプル1か ら9
は、その全てにお いて ノルマルヘキサ ン抽出物、TPH共 に検 出限界以下の100ppm以下
となった。
図4.2～4.11にTPHガスクロマ トグラムの結果を示す。 ガスクロマ トグラムの結果 を見
ると処理前油汚染海底泥にて検 出されていた ピークがどのサ ンプルにおいて も検出 されて
お らず、過熱水蒸気温度500℃、流量10kg/hの実験条件ではTPH油 分濃度 を限 りな く
0に近づけることができた。なお縦軸の電流値はスケールを全て統一 している。
スクリューフィー ダ投入開始後か ら30分程度でレ トル ト内雰囲気温度 とレトル ト内土壌
温度が上昇 し始める。 これ はレ トル トの回転 によって送 り出された土壌が熱電対 に触れ始
めたためと思われ る。 この とき土壌は レトル トの回転によって粉体状 とな り雰囲気 中に分
散 していると思われ、過熱水蒸気 によって高温 に加熱された土壌の存在する雰囲気 中は見
かけ上高温雰囲気 となっていると推察す る。 これが レ トル ト内に設置 した熱電対測定温度
の上昇につながっていると考 えられる。
温度変化 を見 ると、一見サ ンプリング開始直後の試料は十分に加熱 されていないように見
えるが、油分分析結果か ら十分 に加熱され検 出限界以下まで油分を除去できて いることが
わかる。

























処理前 3500 1100 100未満 ・11 200
1 100未満 100未満 100未満 100未満 100未満
2 100未満 100未満 100未満 100未満 100未満
3 100未満 100未満 100未満 100未満 100未満
4 100未満 100未満 100未満 100未満 100未満
5 100未満 100未満 100未満 100未満 100未満
6 100未満 100未満 100未満 100未満 100未満
7 100未満 100未満 100未満 100未満 100未満
8 100未満 100未満 100未満 100未満 100未満
9 100未満 100未満 100未満 100未満 100未満
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図4.2過 熱水蒸気処理前油汚染海底泥のTPHガ スクロマ トグラム













































図4.6過 熱水蒸気処処理後のTPHガ スクロマ トグラム(サ ンプル4)











図4.8過 熱水蒸気処処理後のTPHガ スクロマ トグラム(サ ンプル6)












図4.10過熱水蒸気処処理後のTPHガ スクロマ トグラム(サ ンプル8)
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図4.11過熱水蒸気処処理後 のTPHガ スクロマ トグラム(サ ンプル9)
48
4.2土壌 処 理 試 験H,
土壌処理試験①では本実証機 によって実油汚染海底泥 を浄化する ことが可能であることが
わか った。 しか し本実証機 を用いて結果的に油汚染海底泥か ら油分を除去す ることができ
たが、その結果が過熱水蒸気の効果によるものなのかという点で疑問が残った。そ こで過
熱水蒸気 による処理が有効で あること示すために、本実証機 において過熱水蒸気処理と水
蒸気 を用 いない加熱処理の比較を行った。処理条件を表4.3に示す。以下の処理条件 にて
土壌処理試験 を行 い、処理前及び処理後のサ ンプルをノルマルヘキサン抽出物油分濃度及
びGC-FID法によるTPH油 分濃度測定 を実施 ・比較 した。
表4.3土 壌処理試験1[の実験条件
実験条件1・234516
処理方式 過熱水蒸気処理 レトル ト加熱処理
外筒設定温度(℃) 400 450 500 400 450 500
過熱水蒸気温度(℃) 400 450 500 一 ロ o
過熱水 蒸気 流量(kg/h) 10 ,
脱臭器燃焼室温度(℃) 400
ス ク リュー フ ィ ー ダ 回転 速 度(min・1) 1.13
レ トル ト回転 速 度(min-1) 2.76
4.2.1処理方 法
① 投入ホ ッパー に乾燥土壌 を投入
② 実験装置 の予熱を行 う。
③ 処理条件である外 筒温度及び過熱水蒸気温度でキル ン内部温度安定後、スク リュー フ
ィー ダを運転、土壌処理 を開始する。
④ スク リューフィーダ運転開始か ら30分後 、前回までの処理試験でキル ン内部に残留 し
ていた土壌を排出する
⑤ 以降10分 ごとに土壌排出を行 う
⑥ 排 出 した土壌は全て混合 し、1つ のサ ンプル とする。
⑦ 各条件において①～⑥ を実施する。
外 筒温度及び過熱水蒸気温度 を400℃、450℃、500℃に設定 し、各温度条件において過
熱水蒸気処理 を行 った。 また同じ温度条件にお いて過熱水蒸気 を用 いずに外 筒バーナによ
る レトル ト加熱のみで油汚染土壌処理を実施 し、処理後 の油分濃度 をどの程度減少 させ る
ことができるかを比較 した。
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4.2.2結果 と考 察 、
本試験でサ ンプ リングした土壌サ ンプル と処理前の油汚染海底泥につ いて ノルマルヘキサ
ン抽出物及びGC-FID法によるTPH油 分濃度測定を実施 した結果を表4.4に示す。過熱
水蒸気処理後の油分濃度は全ての温度条件において ノルマルヘキサ ン抽 出物及びTPH油
分濃度 は検 出限界以下の100ppm以下 となった。また過熱水蒸気を用 いない加熱処理後の
乾燥底泥は処理条件400℃でTPH油 分濃度が200ppmを含有 して いた。そ の他は過熱水
蒸気処理 と同様に検 出限界以下の100ppm以下 となった。なお加熱処理にて過熱水蒸気処
理 と同程度にレ トル ト内部 を加温可能である ことを確認 している。
図4.12～18にTPHガスクロマ トグラムの結果を示す。ガスクロマ トグラムを見 ると加熱
処理では400、450、500℃すべての処理温度において、低炭素数領域 にて若干 のピーク
が見 られた。 これ らのピー クは処理前油汚染海底泥 のガスクロマ トグラムと比較すると、
処理前に存在 しなかった低炭素領域にて処理後のガスクロマ トグラムではピークを示して
いる。 これは加熱処理 にて発生 した副生成物 と考え られる。一方過熱水蒸気処理では処理
温度400℃ にお いて同様の ピークを検 出したが、450、500℃ではピー クが検出されなか
った。 この ことか ら加熱処理で残留す る油分を過熱水蒸気処理では十分に除去できること
がわかった。なおガスクロマ トグラムにお ける縦軸の電流値はスケールを全て統一 してい
る。
以上の結果か ら本実証機において過熱水蒸気は油汚染海底泥か らの油分除去 に大き く寄与
す るということを示す ことができた。 この実験結果を踏 まえ、よ り低 い温度帯での過熱水
蒸気処理 を実施 し、過熱水蒸気で油汚染海底泥を処理可能な限界温度を見極める必要があ
る。







































図4.12処理前油汚染海底泥 のTPHガ スクロマ トグラム
図4.13400℃ 加 熱処 理後 のTPHガ ス ク ロマ トグ ラム
図4.14450℃ 加 熱 処理 後 のTPHガ ス ク ロマ トグラム
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図4.15500℃ 加熱 処理 後 のTPHガ ス ク ロマ トグ ラム
図4.16400℃ 過 熱水 蒸気 処 理後 のTPHガ ス ク ロマ トグ ラム
図4.17450℃ 過熱 水 蒸気 処 理後 のTPHガ ス ク ロマ トグラム
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図4.18500℃過熱水蒸気処理後 のTPHガ スクロマ トグラム
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第五章 本実証機における問題点と解決策
土壌処理試験 を進めるにあた り、実証機を稼動する上での問題点がいくつか生 じた。 これ
らは本実証機 を将来的に事業化 しプラン トとして稼動する上で大きな障害とな り得る問題
であり、実証段階でそ の解決策を模索する。 ここでは粉塵 と ドレンにについて問題点と対
策 を検討する。
5.1粉塵
油汚染海底泥の処理試験を進めていくと、粉塵による排気配管の閉塞 という問題 に直面 し
た。本研究において対象 としている底泥の粒形は非常 に細か く、乾燥状態では取 り扱 いに
注意 しな いと大気 中に粉塵 として飛散 して しまう。 この乾燥底泥が ロータ リーキル ン内に
て蝿絆されることで粉塵が発生 し、過熱水蒸気を含んだ排 ガスに大量の粉塵が混入 してい
ることがわか った。実験を重ねていくと粉塵 による配管の閉塞が生 じ、キル ン内部か ら排
風機 によって排ガスを吸気す ることができな くな った。 このために実験が終わるたびに配
管 を取 り外 し、内部を清掃す る必要が生じた。粉塵は大気汚染防止法において 「物の破
砕、選別その他の機械的処理又はたい積 に伴 い発生 し、又は飛散する物質」 とし同法の規
制の対象 とな っている[221。特に近年ではPM2.5としてよ く知 られる、粒形が2.5um以
下の浮遊粒子状物質による大気汚染が話題を集めている。また労働衛安全衛生法では粉塵
を業務に危険性または有害性 を示す ものの一つ として挙げて いる。粉塵などの微粒子を長
期間 に渡 り吸引し続けた場合、塵肺 と呼ばれ る肺疾患の原因となることが知 られている。
図5.1に粉塵 による閉塞 した配管 を示す。
図5.1粉 塵による排気配管の閉塞
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5.1.1粉塵 測 定 ・
本実証機の運転 中に排気系統へ どの程度粉塵が流入 しているか把握するために排ガス測定
(煤塵、流速、ガス組成)、粉塵の粒度分布 ・嵩密度 ・真密度の測定を行った。試験方
法 ・測定結果を表5.1～3、図5.2～5.3(a)(b)(c)に示す。 また測定及び試料採取 日時は以下
の通 りである。
2014年9月3日.排 ガス測定(煤 塵、流速、ガス組成)、粒度分布、嵩密度、真密度
※粒度分布は排ガス測定で採取 した煤塵サ ンプルを用い、嵩密度 と真密
度は排風機 に堆積 した粉塵サ ンプルを用いた。
2014年9月17日:排ガス測定(煤 塵、流速、ガス組成)を2回 実施、粒度分布
※粒度分布は排ガス測定で採取 した煤塵サ ンプルを用いた
これ らの測定 は過熱水蒸気処理試験の実施 と平行 して行い、過熱水蒸気処理中に排気系統




煤塵 ・流速 JISZ8808円筒ろ紙H型 法
ガス組成 JISKO301オルザ ッ ト式


















測定濃度 (9/m3N)177 77 224
排出量 (g/h) 1963 1409 1814
湿 りガス流量 (m3N/h)23.4 32.4 23.6
乾きガス流量 (m3N/h)11.1 18.3 8.1
排ガス流速 (m/s) 2.5 3.6 2.6
排ガス温度 (°C) 165 182 178
排ガス水分量 (vol°io) 52.7 43.5 65.5
酸素濃度 (vo1%) 16.4 17 14.9
二酸化炭素濃度 (vo1%) 3.3 3 5
一酸化炭素濃度 (vol%)0.2未満 0.2未満 0.2未満
窒素濃度 (vol%) 80.3 80 80.1















0.1 1 粒 径(μm) 10 100
図5.2加 積粒度分布
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図5.3(a)9月3日 一一回 目の頻度 粒 度分 布
図5.3(b)9月16日1回 目の頻 度粒 度分 布
図5.3(c)9月16日2回 目の頻 度粒 度 分布
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5.1.2粉塵 測 定 考 察
粉塵測定の結果、表に示す通 り1時 間当た り1.4kg～2.Okgの粉塵が排気系統 に流入 して
いることがわかった。9月17日1回 目の煤塵濃度が低 く、ガス流速が速 いのは17日 の粉
塵測定前に配管内を清掃 し、堆積 していた粉塵を取 り除 いたために配管内に粉塵 を含んだ
排ガスが流れやす くなったため と考え られ る。 しか し2回 目の測定では流速が低下 してお
り、わずか数時間稼動 しただ けで配管 内に粉塵が堆積す ることが見受け られた。




大気圧下で100℃以下の物体 に触れ ると容易に凝縮 しドレンとなるため、過熱水蒸気を用
いる機器は保温や ドレン対策が必須である。本実証機ではレ トル ト部を覆 う外筒加熱部 に
よって保温 してお り過熱水蒸気が容易に凝縮す ることを防いで いる。 しか し外筒加熱部で
覆いきれて いないレ トル ト両端 にお いて想定 していなかった ドレンが発生 した。設計段階
では外筒加熱によ りレトル ト部は高温 とな るために ドレンの発生は抑制されると考えて い
た。両端のレ トル ト露出部は回転を支えるロー ラーやギアチェー ン駆動部があ り、外部か
らの加熱 と断熱が困難 となって いる。 これ らの部分が冷却 され ることで ドレンが発生 して
いる と考え られ る。また過熱水蒸気が凝縮 し ドレンが発生するということは、過熱水蒸気
処理によって蒸発 した油分の再凝縮が生 じ、油汚染処理後の底泥が再汚染 され る可能性が
あるということである。 この ことか らドレン発生の低減は本実証機 を稼動する上で重要な
課題の一つである。図5.4に土壌排 出部か ら排出 した ドレンを示す。
図5.4土 壌排 出部 の ドレン
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5.3解決 策
5.3.1ジャ ケ ッ トヒー タ
ドレン発生を低減 させるには十分な予熱 を行うこと、保温及び断熱 を十分 に施工すること
が必要である。本実証機では過熱水蒸気 を直接海底泥 に吹きつ け処理を行 うことか ら、キ
ル ン内で発生 した ドレンには粉塵や塩分、油分が含 まれることが想定 され る。 この ことか
らロー タリーキル ン内での ドレンの発生は加熱 もしくは保温によって低減 させ ることが望
ましいと考 える。一般的には断熱材 による保温、電気 ヒー タによる加熱、蒸気 によるスチ
ーム トレースな どが対策 として考え られるが、ロータ リーキルンでは加熱 または保温 した
いレ トル ト部が回転 しているため技術的にそれ らの対策を行 うことは難 しい。そ こで本実
証機ではレ トル ト内部か らの電気 ヒー タ加熱によって ドレン対策 を実施 した。図5.5に概
要を示す。排出フー ドにレ トル トよ りも径 の小さい電気 ヒータを溶接 した筒を取 り付 け
る。 これ をジャケッ トヒータと呼ぶ。
図5.5のようにジャケッ トヒータ内面は排気配管 にそ のまま繋がってお り、ジャケ ットヒ
ータを通 る間に過熱水蒸気が凝縮 して ドレンになることを防いでいる。 これ によって外筒
加熱部をカバー しきれない排出フー ド側の レ トル ト露出部で ドレン発生を軽減 した。
ジャケッ トヒータは ドレン対策 と同時に粉塵対策 にもなっている。 レ トル トを通過する間
に処理された土壌は排 出部へ流れ落ちるが、対策前は排 出部へ流入する際に発生 した粉塵
を排気系統が直接吸い込んでいた。ジャケッ トヒータを取 り付 けた ことによ り排 出部で発
生す る粉塵が直接排気系統に流入する ことができな くな り、粉塵発生の大幅な低減が期待
できる。表5.4にジャケッ トヒー タの仕様を示す。
表5.4ジ ャ ケ ッ トヒー タの仕 様
電気ヒータ1温 度制御装置
品名 坂 口電熱製 フ レキ ヒー タ 品名
八光電機製デジタル
ファインサーモ
型番 2M-1-2000 型番 DGC2151
入力電圧(V) 200 最大負荷(W) 3000
電力容量(W) 2000 温度設定範囲(℃) 0^-750
発熱体抵抗(Ω) 20 制御方式 ON10FF制御
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図5.5ジ ャケ ッ トヒー タ の外観
5.3.2新規 セ ンサ 配 置 とジ ャケ ッ トヒー タ の効 果
ジャケッ トヒー タ設置に伴い、実証機 内部にK熱 電対温度セ ンサを追加 した。また温度変
化に対する高速応答性を期待 して、熱電対の径 を一部変更 した。表5.5に実証機内部に取
り付 けた熱電対仕様、図5.6にセ ンサ の取 り付け位置について示す。ジャケッ トヒータに
よる排気の加熱 を確認するために排気配管直前 に新た に熱電対T7を 設けた。ジャケッ ト
ヒータは熱電対Texの温度 を設定 した温度 に近づけるよ うに株式会社八光電機製デ ジタル
ファインサーモDG2Nに よってON・OFF制 御する。
図5.7に設定温度350℃でジャケッ トヒータ加熱によって実証機内部を加熱 したときのグ
ラフを示す。ジャケッ トヒータによ り装置内部が予熱できていることがわかる。特 に排気
配管直前に設けたT7は 外筒バーナによる加熱な しで150℃以一kに予熱す ることができて
お り、ジャケッ トヒータによるレ トル ト内部か らの保温に成功 している。設定温度が
350℃にも関わ らず、装置内部温度が上昇 しき らなかった理由は レトル ト外部か らの冷却
とジャケッ トヒータによる加熱が平衡状態 になったためであると推察 した。過熱水蒸気処
理 中は レトル ト内部温度が上昇す るため、より温度上昇が見込める。
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図5.6新 規 に設置 したT7,Texを含 む レ トル ト内部 の温 度 セ ンサ配 置
表5.5新 規 に設置 したT7,Texを含 む レ トル ト内部 の温度 セ ンサ 仕様

























図5.7ジ ャ ケ ッ トヒー タに よる 予熱 試験結 果
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第六章 過熱水蒸気処理試験②
6.1土壌 処 理 試 験 皿
土壌処理試験②では過熱水蒸気処理は油汚染海底泥の浄化に対 して有効であることが示 さ
れ、同時によ り低い温度帯で実験 を行 うことで過熱水蒸気によって油汚染海底泥を処理可










ス ク リュー フ ィー ダ 回転 速度(min-1) 1.13
レ トル ト回 転 速 度(min-1) 2.76
6.1.1結果 と考 察
ノルマルヘキサン抽出物油分濃度及びGC-FID法によるTPH油 分濃度測定 を実施 した結
果を表4.2、TPHガスクロマ トグラムの結果を図6.1～6.3に示す。処理温度300,350℃に
おいて もこれ までの試験 と同様にノルマルヘキサ ン抽 出物油分濃度及びTPH油分濃度を検
出限界以下まで低下させる ことができた。TPHガスクロマ トグラムの結果を見ると、ジャ
ケ ッ トヒータ設置前 に検 出されて いた低炭素領域での ピー クが確認 されな くな った。 ジャ

































図6.1処 理前油汚染海底泥のTPHガ スクロマ トグラム
TIME(MIN.}
図6.2350℃ 過熱 水 蒸気 処 理後 のTPHガ ス ク ロマ トグラム
図6.3300℃ 過 熱水 蒸 気処 理後 のTPHガ ス ク ロマ トグ ラム
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ジャケッ トヒータ設置前 と設置後 における実験終 了後 の配管 閉塞具合の比較図、それぞれ
の処理温度条件、処理時間を以下 に示す。ジャケッ トヒータ設置後は実験終 了後にほとんど
配管 の閉塞がない ことがわかる。すなわちジャケッ トヒータ設置 による粉塵対策が十分に
機能 して いるということである。
表6.3配 管 を比較 した実験条件
ジャケ ッ トヒータ 外 筒温 度(℃)過 熱水蒸気温度(℃)稼 働 時間(h)




図6.4ジ ャ ケ ッ トヒー タ設置 前
図6.5ジ ャケ ッ トヒー タ設置 後
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第七章 結論
過熱水蒸気を用 いた油汚染海底泥の浄化システムを構築 し、気仙沼湾よ り採泥 した海底泥
の油分濃度を検出限界以下まで浄化す ることを目標 に処理試験 を実施 してきた。気仙沼湾
よ り採泥 した海底泥は採泥場所によって油含有量に差はあるが、ノルマルヘキサ ン抽出物
油分濃度で3000ppm程度、TPH油分濃度で1000ppm程度の油汚染を確認 した。採泥
を実施す るにあた り、試験 的に小規模のポ ンプ式凌深 を実施 した。結果、水深の十分浅い
場所ではポ ンプ凌漢が有効 であることがわかったが、瓦礫な どによって底泥 を吸い込むア




ンプルに対 してTPH油 分濃度 を調べた結果、 どの時間で排 出したサ ンプルにおいて も検
出限界以下まで油分を低減させて浄化することができた。
次に400℃、450℃、500℃の処理温度について過熱水蒸気処理試験 と過熱水蒸気 を用い
ない加熱処理試験 を実施 し、過熱水蒸気の有効性を検証 した。結果、400℃の処理条件 に
て加熱処理ではTPH油 分濃度で200ppmの油分が残留 したのに対 し、過熱水蒸気処理で
は検出限界以下まで油分を浄化できることを確認 し、本実証機にて過熱水蒸気が油分除去
に有効に作用 している ことがわかった。またTPHガ スクロマ トグラフか ら加熱処理では
低炭素数領域 にて処理の副生成物 によるものと思われ るピークを検出 した。一方、過熱水
蒸気処理では処理温度400℃において同様の傾向がみ られたが、450℃と500℃ではそ
のようなピークが検出されなかった。
過熱水蒸気処理試験を実施 していくと、外筒による保温が困難な レトル トの両端の回転部
と駆動部で過熱水蒸気が冷却 されて凝縮 して ドレンが発生 していることがわかった。水蒸
気の凝縮 と共 に、揮発 した油分が再凝縮 して結果、処理 した土壌を再び汚染することが考
え られ早急な対策が必要であった。また ロータ リーキル ン内部で発生 した粉塵が排気系統
に流れ込み、配管 を閉塞 させ る問題が生 じた。 これ ら2点 の試験装置運用上の問題点につ
いて、ジャケッ トヒータを設置す ることで改善を図った。ジャケ ットヒータ設置後は排気
系統 に流入す る粉塵が大幅に軽減 され、配管の閉塞は発生 しな くなった。またジャケッ ト
ヒー タの加熱 によって実証機 を内部か ら保温する ことが可能 となった。 これ によって ドレ
ンの発生が軽減された。
最後 にジャケ ットヒータ設置後に過熱水蒸気処理 によって油分を検出限界以下まで処理可
能な温度 を検証するために、よ り低い温度である300℃、350℃ の処理条件で過熱水蒸
気処理試験を実施 した。結果、 どち らの条件 において も検 出限界以下まで油分を浄化でき
る ことを確認 し、中村他による調査研究[21]が示唆 した条件 と同等の処理条件 にて油分除
去が可能であることがわかった。TPHガスク ロマ トグラムか ら、ジャケ ットヒータ設置前
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に過熱水蒸気処理温度400℃にて検 出されていた低炭素数領域 におけるピークがほぼ無 く
な った。 これの理 由については、ジャケッ トヒータの設置 によって揮発 した油分の再凝縮
を防 ぐことが出来た ということが考え られる。
以上の ことか ら本研究 にお いて構築 した実証プラン トに則 した連続式過熱水蒸気処理実証
試験機では、 ドレンや粉塵な ど想定 していなかった運用上の問題点が発生したものの、ジ
ャケッ トヒータによる対策が有効である ことを確認 した。 また過去 に研究 されたバ ッチ式
と同等の処理温度条件で油汚染海底泥の油浄化 を行 うことができる と確認した。
しか し本研究ではノルマルヘキサ ン抽出物試験及びTPH試 験によって海底泥中に含 まれ
る油分濃度を測定 したが、 これ らの手法では気仙沼湾での汚染が確認 されているPAHsに
ついては汚染濃度が検 出限界以下であるため、過熱水蒸気処理によるPAHs浄化の可否を
判断する ことはできなかった。 これについては本研究 にお ける これか らの課題とした い。
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